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第２次行革では、計画額を約５億円上回る成果を上げることができましたが、
個別項目では以下のような課題が明らかになりました。

第２次豊岡市行政改革　計画を上回る成果！
本市は、地方交付税や国・県からの補助金に頼る財政構造となっています。平成28年度から市町

合併による交付税算定の特例措置が段階的に縮小されることなどが要因となり、深刻な財政状況に
陥る見通しです。
これに対応するため、第１次行政改革（行革）に続き、平成22度年から、第２次行革に取り組んできました。
第２次行革（平成22～25年度の４年間）の取組み結果をお知らせします。

≪問合せ≫政策調整課行政改革係☎21－9022

① 効果額の
　 ストック

生み出された効果額の活用指針を設けていなかったため、結果的に必要な歳出
増と相殺され、財政の健全化・スリム化がどこまで達成できたかを明らかにでき
ていませんでした。これからは、歳出総額の抑制を意識した取組みが必要です。

② 人件費の削減

職員数では、第２次定員適正化計画の目標75人を上回る82人を削減しました。
人件費の抑制は今後も大きな課題ですが、必要な行政サービスを安定して維持す
るためには、これ以上職員数を減らすことが困難な状況になってきています。こ
れからは、業務の民間委託や民営化、職員の給与制度の見直しなど、総合的な視
点から人件費の抑制を検討する必要があります。

③ 公共施設の
　 あり方見直し

第２次行革では、公共施設は維持管理経費の節減を重点的に取り組みましたが、
計画どおりに達成することができませんでした。
多くの施設は建築後相当の年数が経過しており、近い将来には大規模改修や改

築の問題に直面します。しかし、本市の財政状況では全ての施設を存続させるこ
とは困難です。今後、市民にとって不可欠な施設として維持すべきか、あるいは
用途変更や統廃合すべきかなどの検討を進める必要があります。

課　題

第２次行政改革による効果額

行政改革項目 累積計画額 累積効果額

定員適正化の見直し 14億8,882万円 14億8,292万円

負担金の見直し 611万円 5,279万円

公共施設の見直し 5,187万円 1,937万円
財政構造改革の推進
　（未利用地の売却） 2億円 5億4,490万円

借入金の繰上償還 5億6,655万円 6億9,034万円
清掃センターにおける効果
　（びん・かん処理の直営化） 3,734万円 6,793万円

※ 第１次行革等の継続効果額 68億6,074万円 68億6,074万円

合　　計 92億1,143万円 97億1,899万円
※第１次行革等の取組みによる効果額のうち、経常的な経費の削減などで、後年度にもその効果が
継続するものについては、毎年同額の効果額があるものとして計上しています。

　効果額は、計画 92億1,143万円 に対して、実績は 97億1,899万円となりました。

計画より約５億円
上回りました。

これらを踏まえ、本市が将来にわたって行政の責務を果たせるよう、引き続き第３次行政改革
に取り組みます。



11 広報とよおか　2014.10.25

平
成
25
年
度
決
算
は
、
一
般
会
計
と
特
別
会
計
、
企
業
会
計
を
合

わ
せ
た
総
額
で
、
歳
入（
収
入
）が
7
8
0
億
円
、
歳
出（
支
出
）が

7
6
0
億
円
で
し
た
。

ま
た
、
市
の
全
て
の
会
計
を
合
わ
せ
た
市
債（
借
入
金
）残
高
は
、

1
3
2
4
億
円
、
対
前
年
度
比
10
億
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
が
、
人

口
減
に
よ
り
市
民
１
人
当
た
り
1
5
3
万
７
千
円
、
対
前
年
度
比

４
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

《
問
合
せ
》財
政
課
☎
21
9
0
1
4

一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
入
が

5
1
6
億
円
、
歳
出
が
5
0
5
億

円
で
し
た
。
歳
入
に
は
、
平
成
25

年
度
か
ら
平
成
26
年
度
に
繰
り
越

し
て
行
わ
れ
る
事
業
の
財
源
2
億

円
が
含
ま
れ
る
た
め
、
こ
れ
を
差

し
引
き
、
9
億
円
の
黒
字
に
な
り

ま
し
た
。

歳
入
で
は
、
地

方
交
付
税
が
最
も

多
く
1
9
6
億
円

で
し
た
。
次
い
で

市
民
税
・
固
定
資

産
税
・
軽
自
動
車

税
な
ど
の
市
税
が
1
0
1
億
円
、

市
の
借
入
金
で
あ
る
市
債
が
80
億

円
、
特
定
の
事
業
に
対
し
て
国
・

県
か
ら
交
付
さ
れ
る
国
県
支
出
金

が
67
億
円
と
続
き
ま

す
。歳

出
で
は
、
民
生

費（
社
会
保
障
関
係
の

経
費
）が
最
も
多
く

1
1
0
億
円
で
し
た
。

次
い
で
新
庁
舎
建
設
事

業
に
伴
い
総
務
費
が

95
億
円
、
借
入
金
返
済

に
あ
た
る
公
債
費
が

71
億
円
、
教
育
費
が

62
億
円
と
続
き
ま
す
。

ま
た
、
市
民
1
人

当
た
り
の
歳
出
額
は

58
万
6
千
円
、
納
付
し

て
い
た
だ
い
た
税
金
は

11
万
8
千
円
で
し
た
。

一
般
会
計
の
市
債
残

高
は
、6
3
0
億
円（
対

前
年
度
比
17
億
円
の

増
）と
な
り
、
市
民
1

人
当
た
り
73
万
2
千
円

（
対
前
年
度
比
2
万
7
千
円
の
増
）

と
な
り
ま
し
た
。

◇
水
道
事
業　

給
水
戸
数
約

3
万
3
千
戸
、
給
水
人
口
約

8
万
6
千
人
で
、
普
及
率
は
ほ

ぼ
1
0
0
％
で
す
。
決
算
は

1
・
7
億
円
の
黒
字
に
な
り
ま

し
た
。

◇
下
水
道
事
業　

普
及
率

約
99
％
、水
洗
化
済
戸
数

約
2
万
9
千
戸
、人
口
約

7
万
8
千
人
で
、水
洗
化
率
は

91
％
ま
で
向
上
し
ま
し
た
。
決

算
は
、
1
・
9
億
円
の
黒
字
と

な
り
ま
し
た
が
、
そ
の
一
部
を

主
に
借
入
金
の
返
済
に
充
当
し

た
こ
と
で
、
平
成
26
年
度
に
繰

り
越
す
利
益
剰
余
金
は
1
億
円

と
な
り
ま
し
た
。

◇
農
業
共
済
事
業　

33
万
円
の

赤
字
と
な
り
ま
し
た
。
共
済

金
の
支
払
額
は
、
家
畜
共

済
3
7
2
5
万
円
、
そ
ば
共

済
5
5
0
万
円
、
水
稲
共

済
4
6
7
万
円
な
ど
、
総
額

4
8
9
3
万
円
で
し
た
。

一
般
会
計
の
決
算

公
営
企
業
会
計
の
決
算

決
算
の
概
要
書
は
、
財
政
課
で

配
布
す
る
と
と
も
に
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

区　　分 歳入 歳出 歳入歳出差引
一般会計 515億7079万円 505億666万円 10億6413万円
特別会計 196億3821万円 191億8543万円 4億5278万円
国民健康保険事業（事業勘定） 98億6490万円 96億1438万円 2億5052万円
国民健康保険事業（直診勘定） 9636万円 9302万円 334万円
後期高齢者医療事業 10億38万円 9億8020万円 2018万円
介護保険事業 83億1332万円 81億4405万円 1億6927万円
診療所事業 2億2744万円 2億1803万円 941万円
霊苑事業 1億1470万円 4672万円 6798万円
宅地事業 1787万円 8877万円 ▲7090万円
管理会財産区 324万円 26万円 298万円
企業会計 67億57万円 63億3659万円 3億6398万円
水道事業 21億8065万円 20億889万円 1億7176万円
下水道事業 43億5532万円 41億6277万円 1億9255万円
農業共済事業 1億6460万円 1億6493万円 ▲33万円

合　　　計 779億957万円 760億2868万円 18億8089万円

〈一般会計決算〉

歳　出

総務費

民生費

公債費

教育費

土木費

衛生費

その他

 歳　入
505億666万円515億7079万円

地方
交付税

市税

市債

国県
支出金

その他

黒字

地方公共団体が一定水準の
行政サービスを行えるよう国
から交付されるお金
195億5737万円（37.9%）

市民税、固定資産税、軽自動
車税など
101億3813万円（19.7%）

市の借入金
79億5520万円（15.4%）
特定の事業に対して国・県か
ら交付されるお金
67億370万円（13.0%）

譲与税・交付金、使用料及び
手数料、繰越金、基金繰入、
雑収入など
72億1639万円（14.0%）

高齢者福祉、障害者福祉、
児童福祉など
109億6783万円（21.7%）

新庁舎建設、市役所管理
費、環境政策など
95億3759万円（18.9%）

借入金の返済費
70億5002万円（14.0%）

学校教育・社会教育・文化
振興など
61億5066万円（12.2%）
道路・河川整備、都市計画、
公営住宅など
53億9590万円（10.7%）
健康診査、ごみ処理など
47億1561万円（9.3%）

農林水産業費、商工費、消
防費など
66億8905万円（13.2%）
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〈会計別決算額一覧〉


